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2020/3/6 2020/3/13 変化率
0.7359 0.7276 -1.13%

2020/3/6 2020/3/13 変化幅
6.767 7.338 +0.571

ルピアは週間で対⽶ドル、対円ともに下落しました。為替市場とノンデ
リバラブルフォワード（NDF）市場への介⼊の強化や、スリ・ムルヤニ
財務相が⾦融市場安定化のために2008年の世界⾦融危機時に
実施したすべての政策を講じると発⾔したことが好感される場⾯もあり
ましたが、世界保健機関によるパンデミック宣⾔や⽶国による欧州
（除く英国）からの渡航停⽌などを受け、世界経済の減速懸念が
強まり、新興国通貨の多くが対⽶ドル、対円ともに下落しました。

100インドネシアルピアの対円レート

［株式市場］ジャカルタ総合指数の推移
（2016年1⽉4⽇〜2020年3⽉13⽇）

［債券市場］インドネシア⾃国通貨建て10年国債利回りの推移
（2016年1⽉1⽇〜2020年3⽉13⽇）

［為替市場］インドネシアルピアの対円レートの推移
（2016年1⽉1⽇〜2020年3⽉13⽇）

［株式市場］

［債券市場］

インドネシア株式市場は週間で10%を超える⼤幅な下落となりまし
た。インドネシア国内で初の新型コロナウイルス感染による死亡者が
出たことや、11⽇の世界保健機関（WHO）による新型コロナウイ
ルスへのパンデミック（世界的流⾏）宣⾔に加え、12⽇には⽶国が
欧州（除く英国）からの渡航停⽌を発表したことを受け、世界経済
の減速懸念が強まりました。これに対しインドネシア政府は13⽇に名
⽬GDPの1％近くに相当する⼤規模な経済対策を発表しました。
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イーストスプリング・インベストメンツ株式会社
⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商） 第379号／加⼊協会 ⼀般社団法⼈投資信託協会、⼀般社団法⼈⽇本投資顧問業協会
英国プルーデンシャル社は、イーストスプリング・インベストメンツ株式会社の最終親会社です。最終親会社およびそのグループ会社は主に⽶国で事業を展開しているプルデンシャル・ファイ
ナンシャル社、および英国のM&G社の⼦会社であるプルーデンシャル・アシュアランス社とは関係がありません。

（対象期間︓2020/3/9〜2020/3/13）

2020年3⽉16⽇
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出所︓グラフおよび表はBloomberg L.P.のデータに基づきイーストスプリング・インベストメンツ作成。

［為替市場］

2020/3/6 2020/3/13 変化率
5,498.54 4,907.57 -10.75%
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インドネシア10年国債利回りは週間で上昇（価格は下落）しまし
た。世界保健機関によるパンデミック宣⾔や⽶国による欧州（除く英
国）からの渡航停⽌などを受け、新型コロナウイルスの感染拡⼤によ
り世界経済の減速懸念が強まったことからリスク回避的な地合いとな
りました。12⽇にはインドネシア中央銀⾏（BI）が予定額を上回る
国債を買い⼊れたものの、効果は限定的でした。


